
『次の内閣』部門会議開催予定表（４月１５日１７時現在） 

４月１６日（水） 

○総務部門会議 午前８時／衆議院第二議員会館 第４会議室 

１ 電波法の一部を改正する法律案について法案対応 

２ 地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投票機を用いて行う投票方法等の特例に関する法律及

び最高裁判所裁判官国民審査法の一部を改正する法律案（国政選挙等における電子投票の導入）及び修正案について 

３ 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律の一部を改正する法律案について総務省よりヒアリング 

４ 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律の一部を改正する法律案の対応について 

５ 地域再生について新日本パブリック・アフェアーズ株式会社・新日本監査法人よりヒアリング 

○分権調査会・総務部門合同会議 上記会議終了後午前８時４０分メド／衆議院第二議員会館 第４会議室 

１ 地方分権改革推進委員会より「国の出先機関の見直しの方針」・「中間とりまとめで示された改革の方向性を受けた検

討結果」・「今後のスケジュール」についてヒアリング 

○内閣・文部科学・国土交通・宇宙基本法検討ＰＴ合同会議 午前８時／衆議院第二議員会館 第２会議室 

１ 宇宙基本法案への対応について 

○経済産業・環境・エネルギー政策調査会合同会議 午前８時／参議院議員会館 第１会議室 

１ エネルギーの使用の合理化に関する法律の一部改正案について 

２ 揮発油等の品質の確保等に関する法律の一部改正案について 

３ 地球温暖化対策の推進に関する法律の一部改正案について 

○厚生労働部門会議 午前８時／衆議院第二議員会館 第１会議室 

１ 閣法「介護保険法及び老人福祉法改正案」及び民主党議員立法「介護人材確保法案」について対応協議 

○厚生労働部門・新型インフルエンザ対策ＰＴ合同会議 午前８時２０分／衆議院第二議員会館 第１会議室 

１ 感染症予防法及び検疫法改正案について厚生労働省よりヒアリング及び対応協議 

○農林水産部門・畜産酪農対策小委員会 午後１時／衆議院第一議員会館 政調会議室 

１ 肉牛関係者との意見交換 

○『次の内閣』閣議 午後３時／衆議院本館二階 第１６控室 

○障害者自立支援法フォローアップ作業チーム 午後３時／衆議院第一議員会館 第４会議室 

 １ 後期高齢者医療制度と障害者医療助成制度について厚生労働省よりヒアリング 

○違法・有害サイト対策ＰＴ 午後５時／衆議院第一議員会館 第２会議室 

１ モバイル・コンテンツ・フォーラムより第三者委員会の内容等についてヒアリング 

２ 子どもが安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備に関する法律案（骨子案）について議論 

 

４月１７日（木） 

○法務・財務金融部門合同会議 午前８時／衆議院第二議員会館 第１会議室 

１ 保険法について法案審査 

○財務金融部門会議 午前８時１５分／衆議院第二議員会館 第３会議室 

１ 金融商品取引法等改正案について金融庁よりヒアリング 

○法務部門会議 午前８時１５分／衆議院第二議員会館 第１会議室 

１ 少年法改正案への対応について担当者より中間報告 

２ 徳島刑務所調査検討チーム調査報告書について法務省よりヒアリング 

３ ウィーン売買条約について外務省及び法務省よりヒアリング 

○文部科学部門会議 午前８時１５分／衆議院第一議員会館 第４会議室 

１ 民主党議員立法「学校安全対策基本法案」再提出の確認 

２ 文部科学省より閣法「社会教育法の一部を改正する法律案」及び、文部科学省前文教施設企画部長による汚職事件に

ついてヒアリング 

○農林水産部門会議 午前８時１５分／参議院議員会館 第２会議室 

１ 食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時措置法の一部改正法案について農林水産省よりヒアリング 

２ 農林漁業・農山漁村再生ビジョン（森林・水産政策等）について 

○法務部門、子ども・男女共同参画調査会合同会議 午前９時１０分／衆議院第二議員会館 第１会議室 

１ 民法７７２条検討チームより中間報告 

○地球温暖化対策本部 午前１１時１０分／衆議院第一議員会館 第４会議室 

１ スウェーデンにおける地球温暖化対策について（仮題） 

  講師：スウェーデン環境大臣アンドレアス・カールグレーン氏 

○スポーツ政策小委員会 午後３時／参議院議員会館 第６会議室 

１ 日本のスポーツ振興施策の課題（仮題）について民間有識者よりヒアリング 

○人権・消費者調査会 午後４時／衆議院本館二階 第１６控室 

１ 民主党の消費者保護官制度（案）について 

○総務部門・公共サービス基本法案検討チーム合同会議 午後５時／参議院議員会館 第４会議室 

１ イタリアのサービス品質憲章について民間有識者よりヒアリング 


